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労働相談のうち民事上の個別労働紛争の相談内容別の件数
（全国）

（「令和4年度 個別労働紛争解決制度の施行状況」より）

※令和4年4月の改正労推法の全面施行に伴い
これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれていた
相談が別途集計となったため、令和4年度以降
の集計結果に大きな差異がある。



精神障害の出来事別の支給決定件数の内訳（全国）

（「令和５年度「過労死等の労災補償状況」」より）

事故や災害の体験
158 件

17.9%

仕事の失敗、過
重な責任

46 件

5.2%

仕事の量、質
170 件

19.3%

役割・地位の変化等
34 件

3.9%

パワーハラスメント
157 件

17.8%

対人関係
144 件
16.3%

セクシュアル
ハラスメント

103 件

11.7%

特別な出来事
71 件

8.0%

精神障害
労災保険給付
支給決定件数

883件
（令和5年度・全国）

人間関係の
トラブル

計45.8%



• 職場のパワハラの相談件数……………………1,073件

• 労働施策総合推進法による調査事業場数………… 37社

• うち、助言等の行政指導を実施したもの…… 26社

• 労働施策総合推進法による調停件数…………………  3件

• 個別労働紛争解決援助制度（民事事案）の

いじめ・嫌がらせの相談件数…………………1,126件

岐阜労働局における職場のパワハラ事案に係る対応
（令和５年度４月～３月）



ハラスメント
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パワーハラスメント

セクシュアルハラスメント

妊娠、出産、育児・介護休業等ハラスメント

労働施策総合推進法（2020年６月施行)

男女雇用機会均等法（1999年４月施行）

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法（2017年１月施行)

職場におけるハラスメント



職場において行われる、

❶優越的な関係を背景とした言動

❷業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

❸労働者の就業環境が害されるもの

の全てを満たすもの。

客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる

適正な業務指示や指導については、

職場におけるパワーハラスメントには該当しない。

Point

パワーハラスメントとは
～パワーハラスメントの３要件～



パワーハラスメントの６類型

❶ 身体的な攻撃
暴行・傷害

・殴打

・足蹴り

・物を投げつける 等

❷ 精神的な攻撃

この
給料
泥棒!!

・人格を否定・侮辱する言動

・必要以上に長時間にわたる厳しい叱
責を繰り返し行う

・他者の前で、大声で威圧的な叱責を
繰り返し行う

・罵倒するメール等を複数者に送信
等

脅迫・名誉毀損・侮辱
・ひどい暴言

❸人間関係
からの切り離し
隔離・仲間外し・無視

・仕事を外し、長期間、別室に隔離
したり、自宅研修させる

・同僚が集団で無視して、職場で孤
立させる 等

おはよう
ございます！

・・･･・

・・･･・

・・･･・



❹ 過大な要求
業務上明らかに不要なこと
や遂行不可能なことの強
制・仕事の妨害

・長期間、肉体的苦痛を伴う環境下で、
直接関係のない作業を命ずる

・必要な教育を行わないまま到底対応
できないレベルの業績目標を課し、
達成できなかったことに対し厳しく
叱責する

・業務とは関係のない私的な雑用を強
制的に行わせる 等

❺ 過小な要求

・管理職を退職させるため、誰でも遂行
可能な業務を行わせる

・嫌がらせのために仕事を与えない 等

俺、管理職
なのに・・・

業務上の合理性なく能力や経
験とかけ離れた程度の低い仕
事を命じることや仕事を与え
ないこと

❻ 個の侵害
私的なことに過度に
立ち入ること

・職場外でも継続的に監視する

・私物を写真撮影する

・性的指向・性自認や病歴等の機
微な個人情報を本人の了解を得
ずに他者へ暴露する 等

彼氏がいるのになんで
結婚しないの？

親も悲しんでるよ。

パワーハラスメントの６類型



労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等
に関する法律（労働施策総合推進法）第30条の２

（雇用管理上の措置等）

第30条の２ 事業主は、職場において行われる優越的な関係を背景とした言
動であつて、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する
労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応
じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措
置を講じなければならない。

２ 事業主は、労働者が前項の相談を行つたこと又は事業主による当該相談
への対応に協力した際に事実を述べたことを理由として、当該労働者に対
して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

３ 厚生労働大臣は、前２項の規定に基づき事業主が講ずべき措置等に関し
て、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（以下この条におい
て「指針」という。）を定めるものとする。

４～６ （略）

パワーハラスメント対策措置義務の法的根拠

昭和41年７月21日法律第132号
（令和元年法律第24号改正）



事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関
して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

１ はじめに

２ 職場におけるパワーハラスメントの内容

３ 事業主等の責務

４ 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に
関し雇用管理上講ずべき措置の内容

５ 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に
関し行うことが望ましい取組の内容

６ 事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対する言動に関し行うことが
望ましい取組の内容

７ 事業主が他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧
客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組の内容

令和２年１月15日厚生労働省告示第５号

いわゆる「パワハラ指針」の概要

【参考：各種ハラスメント対策に関する厚生労働大臣の指針】
• 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号）

• 事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚生労働省告示第615号）

• 事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成28年厚生労働省告示第312号）

• 子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成21年厚生労働省告示第509号）



事業主が講ずべき措置の概要

❶ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

❷パワーハラスメントの原因や背景となる要因を

解消するための措置

パワーハラスメント

防止のための

予防措置

❹ 相談に対する迅速かつ適切な対応相談対応・事後措置

相談体制の整備

❺ 併せて講ずべき措置
（プライバシー保護・不利益取扱禁止）

常に求められる措置

❸ 相談(苦情を含む)に応じ、適切に対応

するために必要な体制の整備

❻ 望ましい取組
（相談窓口一元化/運用見直し/取引先等/顧客等）

望ましい取組



・パワーハラスメントの内容

・行ってはならない旨の方針

・行為者について厳正に対処する旨の方針

・行為者の対処内容（就業規則等の文書に規定）

明確化 周知

❶ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発



業務体制の整備など、

労働者の実情に応じ必要な措置を講ずること

周囲の労働者への業務の偏りを軽減するよう、業務分担を見直す。

業務点検を行い、業務効率化を実施。
Point

❷パワーハラスメントの原因や背景となる要因を解消す
るための措置

妊娠、出産、育児・介護休業等ハラスメント対策ではとくに大切です。



・相談窓口を定めて周知

・内容や状況に応じた適切な相談対応

・ハラスメントに該当するか微妙な場合も広く相談に対応

窓口担当者の対応マニュアルを作る、研修を行う。

窓口と人事部門との相談対応連携をあらかじめ定める。
Point

❸相談(苦情を含む)に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備



・事実関係を迅速かつ正確に確認

・速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行う

・行為者に対する措置を適正に行う

ハラスメントの事実が確認できた場合

・再発防止措置を講ずる

ハラスメントの事実が確認できなかった場合も

❹相談に対する迅速かつ適切な対応

被害者、行為者、周囲にどう対応するかが鍵です。



・プライバシーの保護に必要な措置を講ずる

・不利益な取扱いを行ってはならない旨を定める

・相談者、行為者、事実確認の協力者を含む全ての関係者を対象とする。

・相談したこと、事実確認に協力したこと、都道府県労働局の援助制度の利用等を理由
とした不利益取扱いを行ってはならない旨がわかるようにする。

・不利益取扱いとは、解雇、 雇止め、退職の強要、 降格、就業環境を害する、 減給、
不利益な賞与算定・昇進・人事考課・配置変更を行う など

Point

❺併せて講ずべき措置



① パワハラ、セクハラ、いわゆるマタハラ等その他のハラスメントについて、

一元的に相談できる体制を整備する。

➁ 衛生委員会の活用、労働者との意見交換、アンケート等により、ハラスメ

ント防止措置の運用状況の把握や見直しの検討等に努める。

➂取引先や求職者等についても、パワハラ・セクハラ等を行ってはな

らない旨の方針を示す。

④取引先や顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、暴言、

不当要求等）に対する相談体制の整備、対応マニュアルの作成・研

修・周知、被害労働者への配慮（メンタル不調への相談対応、一人では対
応させない等）

❻職場におけるハラスメント防止のための望ましい取組

➢ 外部の人にもハラスメントをしない（取引先、フリーランス、インターンシップ、就活生、etc.）

➢ 外部の人から労働者を守る（取引先、カスハラ、etc.）



このチラシは岐阜労働局ホームページ
からダウンロードできます！

事業主名を記入し、強いメッセージを
発信しましょう！

相談窓口を記入し、
全ての労働者が相
談できる体制を整
えましょう！

岐阜労働局ホームページ

▶各種法令・制度・手続き

▶法令・様式集

▶詳細はこちらをご覧ください
（各都道府県個別）

▶「ハラスメント周知チラシ例
２」（R４.６改正対応） Word

トップのメッセージを発信しましょう。

岐阜労働局ハラスメント周知チラシ例２ 検索

https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/hourei_youshikishu/yousikisyu.html


あかるい職場応援団 を検索！

オンライン研修
他の企業は
どうしてる？

パワハラ動画
視聴・ダウンロード

パンフレット

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/


働き方改革推進支援助成金

働き方改革の推進に向けて、労働時間の設定を労働者の健康と生活に配慮した多様
な働き方に改善するために、生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組む中小企
業や、参加企業を支援する事業主団体を支援します。

【助成金の仕組み】

働き方改革推進支援助成金

労働時間短縮・年休促進コース

勤務間インターバル導入コース

団体推進コース

業種別課題対応コース

成果目標の
達成

取組の実施 助成金の支給
※本助成金は事業実施後
にしか支給されません！

生産性向上の機器導入事例☟

クラウド型の勤怠管理システム

Web会議システム

運搬能力の高い車両

交付申請期限：令和６年11月29日（金）
予算の都合で、急に申請を締め切る場合があります。

働き方改革推進支援助成金 検索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/jikan/index.html#h2_free3


業務改善助成金

中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事
業場内最低賃金）の引上げを図るための制度です。生産性向上のための設備投資
（機械設備、POSシステム等の導入）などを行い、事業場内最低賃金を一定額以
上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成します。

今後の賃金引上げ
設備投資等に要した費用

の一部を助成
今後の設備投資等

Point！
引上げ額、対象者数によって助成額が異
なります。コース（賃金の引上げ額）は
30円、45円、60円、90円です。

※本助成金は事業実施後にしか支給され
ません！

生産性向上の機器導入事例☟

ＰＯＳレジ

ハンドリフト

見守り支援システム
(センサーマット付)

交付申請期限：令和６年12月27日（金）
予算の都合で、急に申請を締め切る場合があります。

業務改善助成金 検索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html


正社員とパート・有期労働者（以下、「非正規労働者」と呼びます）に仕事内容や責任

に違いがある場合の待遇差について、その待遇の性質、目的に照らして、不合理なもの
を禁止する（合理的な理由があれば、待遇差は必ずしも違法とはならない）

第8条「不合理な待遇差の禁止」

同一労働同一賃金
「同一労働同一賃金」とは、短時間・有期雇用労働者の雇用管理の改善等に
関する法律（以下「パート・有期労働法」と呼びます）第8条、第9条で規定
されています。

差がある理由が、「パートだから」「有期契約だから」だけ
では不合理となります。差がある待遇（手当、休暇等）について、

その目的に照らして合理的な理由が必要です。

＜慶弔休暇＞

週2日勤務の短時間労働者は、勤務日の振り替
えで慶弔の対応が可能であるため、その振り替え
が困難な場合のみ慶弔休暇を付与している。

（同一労働同一賃金ガイドラインより）
◀同一労働同一賃金
ガイドライン

問題と
ならない

例

パートタイム・有期雇用
労働法キャラクター
「パゆうちゃん」

パート・有期
労働法では

資料１：同一労働同一賃金の確保（１）



第14条で、「待遇の相違の内容と理由」について、非正規労働者か

ら説明を求められた場合の説明義務が定められています。

職務の内容、職務の内容・配置の変更の範囲などがすべてにおいて、正社員と同じ非正
規労働者について、賃金の決定、福利厚生等を正社員とすべて同じ扱いにする

第9条「通常の労働者と同視すべき短時間・有期労働者
に対する差別的取扱の禁止」

①正社員と非正規労働者との間に、不合理な待遇差を設けていないかの点
検を行い、問題がある場合は改善しましょう。

②現在まで非正規労働者から待遇の相違の内容と理由について説明を求め
られたことがなくても、上記①の結果を踏まえ、今後非正規労働者からの
求めに備え説明の準備をしましょう。

パート・有期
労働法では

事業主が実施すべきこと

パート・有期
労働法では

資料１：同一労働同一賃金の確保（２）

同一労働同一賃金 検索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html


資料２：「新はつらつ職場づくり宣言」をしてみませんか。

新はつらつ職場づくり宣言 検索

https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-roudoukyoku/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/_120283/_120504/_120505.html


資料３：「ぎふ働き方改革推進支援センター」をご利用ください（無料です。）。

• 「働き方改革」をどのように進めた
らいいか？

• 労働基準監督署の「是正勧告書」に
どう対応したらいいか？

• 「３６協定」の作り方が分からない。

• 就業規則を見直したい。

• 助成金制度を知りたい。

• 人手不足を解消したい。

• 「新はつらつ職場づくり宣言」をし
たい。

• 「同一労働同一賃金」なのかどうか
分からない。

• ハラスメント対策の取組方法を知り
たい。 etc.

ぎふ働き方改革推進支援センター 検索

https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-roudoukyoku/newpage_00437.html


資料４：フリーランスの取引に関する新しい法律

フリーランス 厚生労働省 検索

いわゆる「庸車」もフリーランス
に該当します。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/zaitaku/index_00002.html


資料５：STOP！しわ寄せ：長時間労働につながる取引慣行を見直しましょう。

STOP！しわ寄せ 検索

https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/
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